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後
期
高
齢
者
医
療
制
度

令
和
６
年
度
か
ら

保
険
料
率
が
変
わ
り
ま
す

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
保
険
料

率
は
、
２
年
ご
と
に
設
定
し
て
い
ま

す
。
令
和
６
年
度
は
、
被
保
険
者
均

等
割
額
５
７
，
１
７
２
円
、
所
得
割

率
11
．
75
％
に
よ
り
保
険
料
を
算
定

し
ま
す
。
な
お
、
令
和
６・７
年
度
の

保
険
料
率
は
、
国
に
よ
る
医
療
保
険

制
度
改
革
の
影
響
が
あ
り
ま
し
た
。

■
保
険
料
の
軽
減

①
均
等
割
額
の
軽
減
…
世
帯
の
所
得

水
準
に
応
じ
て
保
険
料
の
均
等
割
額

（
５
７
，
１
７
２
円
）
が
下
表
の
割

合
で
軽
減
さ
れ
ま
す
。

②
会
社
の
健
康
保
険
な
ど
の
被
扶
養

者
で
あ
っ
た
人
の
保
険
料
の
軽
減
…

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入
す
る

日
の
前
日
に
お
い
て
、
会
社
の
健
康

保
険
や
共
済
組
合
、
船
員
保
険
の
被

扶
養
者
で
あ
っ
た
人
も
、
保
険
料
を

負
担
し
て
い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
ま

す
。
当
面
の
間
、
所
得
割
額
は
課
さ

れ
ず
、
資
格
取
得
後
２
年
間
は
均
等

割
額
の
５
割
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

　

な
お
、
右
記
①
の
均
等
割
額
軽
減

措
置
の
７
割
軽
減
に
該
当
す
る
人

は
、
均
等
割
額
の
軽
減
割
合
は
７
割

軽
減
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

※
国
民
健
康
保
険
・
国
民
健
康
保
険

組
合
に
加
入
し
て
い
た
人
は
対
象
と

な
り
ま
せ
ん
。

③
留
意
事
項
…
軽
減
対
象
と
な
る
人

の
判
定
は
、
大
阪
府
後
期
高
齢
者
医

療
広
域
連
合
が
市
区
町
村
か
ら
提
供

さ
れ
た
所
得
情
報
に
基
づ
い
て
行
い

ま
す
の
で
、
被
保
険
者
の
み
な
さ
ん

が
申
請
を
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ

ん
。

※
所
得
情
報
が
な
い
場
合
は
判
定
が

で
き
ま
せ
ん
の
で
、
市
区
町
村
の
後

期
高
齢
者
医
療
担
当
窓
口
へ
の
簡
易

申
告
な
ど
が
必
要
で
す
。

■
保
険
料
額
の
お
知
ら
せ
と
納
め
方

①
特
別
徴
収
（
年
金
か
ら
納
め
て
い

た
だ
く
）
の
人
…
介
護
保
険
料
の
徴

収
対
象
と
な
っ
て
い
る
年
金
受
給
額

が
年
額
18
万
円
以
上
あ
り
、
介
護
保

険
料
と
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
の

合
算
額
が
、
対
象
と
な
る
年
金
額
の

１
回
当
た
り
の
年
金
受
給
額
に
対
し

て
２
分
の
１
を
超
え
な
い
人
は
、
原

則
、
年
６
回
の
年
金
受
給
日
に
、
年

金
か
ら
差
し
引
か
れ
ま
す
。

②
普
通
徴
収
（
口
座
振
替
や
納
付
書

で
納
め
て
い
た
だ
く
）
の
人
…
特
別

徴
収
以
外
の
人
は
、
口
座
振
替
や
納

付
書
で
納
め
て
い
た
だ
き
ま
す
。
今

年
７
月
に
令
和
６
年
度
の
後
期
高
齢

者
医
療
保
険
料
の
決
定
（
本
算
定
）

に
か
か
る「
保
険
料
額
決
定
通
知
書
」

令和6・7年度の保険料の算定方法（大阪府）

（＊1）国による医療保険制度改革の影響を加味した保険料額
の改定がされたことから、令和6年度は激変緩和措置が設けら
れています。
●賦課限度額については、生年月日が昭和24年3月31日以前
または障害認定により資格取得した加入者においては、73万
円です。
●所得割率については、賦課のもととなる所得金額が58万円
以下の方は軽減用の所得割率10.94%を適用します。
（＊2）賦課のもととなる所得金額とは、前年の総所得金額お
よび山林所得金額ならびに他の所得と区分して計算される所得
の金額（分離課税として申告された株式の譲渡所得や配当所得・
土地等の譲渡所得など）の合計額から基礎控除額を控除した額
です。（雑損失の繰越控除分は控除されません）また、基礎控
除額などの数値については、今後の税法改正などによって変動
することがあります。なお、基礎控除額は地方税法第314条の
2第2項に定める金額になります。

【表】

所得の判定区分 軽減
割合

均等割額
（年額）

【基礎控除額（43万円）+10万円×（給与
所得者等の数－1）】を超えないとき 7割 17,151円

【基礎控除額（43万円）+29万5千円×（被
保険者数）+10万円×（給与所得者等の数
－1）】を超えないとき

5割 28,586円

【基礎控除額（43万円）+54万5千円×（被
保険者数）+10万円×（給与所得者等の数
－1）】を超えないとき

2割 45,737円

年間の保険料
限度額80万円
（＊1）

所得割額
賦課のもととなる
所得金額（＊2）×
所得割率11.75％

= +
被保険者均等割額
被保険者
１人当たり
57,172円

と
「
納
入
通
知
書
」
の
一
体
型
通
知

書
を
送
付
し
ま
す
の
で
、
そ
の
後
、

口
座
振
替
や
納
付
書（
納
入
通
知
書
）

の
方
法
に
よ
り
９
期
（
７
月
〜
翌
年

３
月
ま
で
）
で
納
め
て
い
た
だ
き
ま

す
。

※
年
度
の
途
中
か
ら
特
別
徴
収
に
変

更
と
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

■
仮
徴
収
（
令
和
５
年
中
の
所
得
が

確
定
す
る
ま
で
の
仮
納
付
：
４・
６・

８
月
）

①
令
和
６
年
２
月
に
保
険
料
を
特
別

徴
収
さ
れ
た
人
…
４
月
の
年
金
受
給

時
に
、
２
月
に
差
し
引
か
れ
た
金
額

と
同
額
を
仮
徴
収
額
と
し
て
納
め
て

い
た
だ
き
ま
す
。
こ
の
場
合
、
保
険

料
額
の
通
知
は
あ
り
ま
せ
ん
。

※
６
・
８
月
分
は
、
４
月
分
と
同
額

が
適
当
で
な
い
と
市
町
村
が
判
断
す

れ
ば
仮
徴
収
額
が
変
更
さ
れ
る
こ
と

が
あ
り
、
そ
の
場
合
は
、
変
更
通
知

書
が
送
付
さ
れ
ま
す
。

②
令
和
５
年
度
は
普
通
徴
収
で
、４・

６・
８
月
か
ら
新
た
に
特
別
徴
収
の

対
象
と
な
る
人
…
令
和
５
年
度
の
保

険
料
額
を
も
と
に
仮
徴
収
額
を
決
定

し
ま
す
。
そ
の
場
合
、
事
前
に
「
保

険
料
仮
徴
収
額
決
定
通
知
書
」と「
納

入
通
知
書
兼
特
別
徴
収
開
始
通
知

書
」
の
一
体
型
通
知
書
を
送
付
し
ま

す
の
で
、
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

※
令
和
５
年
度
に
引
き
続
き
、
普
通
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後期高齢者医療制度 ほか

令
和
６
年
度
か
ら

65
歳
以
上
の
人
の

保
険
料
の
額
が
変
わ
り
ま
す

　

65
歳
以
上
の
人
の
介
護
保
険
料
は

３
年
に
１
度
改
定
さ
れ
る
こ
と
に

な
っ
て
お
り
、
令
和
６
年
度
が
そ
の

改
定
の
年
に
あ
た
り
ま
す
。

　

改
定
は
、
令
和
６
〜
８
年
度
の
３

年
間
に
提
供
さ
れ
る
介
護
サ
ー
ビ
ス

の
費
用
の
見
込
み
に
基
づ
き
、
保
険

給
付
に
要
す
る
約
23
％
を
市
内
在
住

の
65
歳
以
上
の
人
数
で
割
っ
た
額
を

基
準
額
と
し
て
決
定
し
ま
し
た
。

　

令
和
３
〜
５
年
度
の
基
準
額

７
９
，
８
０
０
円
（
年
額
）
に
対
し

て
、令
和
６
〜
８
年
度
の
基
準
額
は
、

８
３
，
８
８
０
円
（
年
額
）
で
5.1
％

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

今
後
と
も
、
安
心
し
て
保
険
給
付

が
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
、
そ
し
て
介

護
保
険
制
度
が
健
全
に
運
営
で
き
る

よ
う
に
保
険
料
の
納
付
に
ご
協
力
を

お
願
い
し
ま
す
。

　

な
お
、
令
和
６
年
度
の
保
険
料
に

つ
い
て
は
、
本
人
の
令
和
５
年
中
の

所
得
状
況
お
よ
び
令
和
６
年
４
月
１

日
現
在
の
世
帯
の
課
税
・
非
課
税
の

状
況
に
よ
り
７
月
に
保
険
料
を
決
定

介
護
保
険

問
合
先　

介
護
保
険
課

し
、通
知
書
を
送
付
す
る
予
定
で
す
。

　

ま
た
、
現
在
４
〜
６
月
の
保
険
料

は
、
前
年
度
と
同
じ
所
得
段
階
の
保

険
料
で
仮
徴
収
し
て
い
る
こ
と
か

ら
、７
月
（
特
別
徴
収
の
人
は
８
月
）

以
降
は
、
決
定
さ
れ
た
保
険
料
と
仮

徴
収
額
と
の
差
額
を
納
付
し
て
い
た

だ
く
こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
、
７
月

に
発
送
す
る
決
定
通
知
書
で
詳
細
は

お
知
ら
せ
し
ま
す
。

段
　階 対象者 基準額に対す

る割合（倍）
保険料
（円）

本
人
が
住
民
税
非
課
税

1
生活保護受給者、世帯全員が住民税非課税で
老齢福祉年金受給者及び本人の前年合計所得
＋課税年金収入が80万円以下の人

0.285 23,906

2 世帯全員が住民税非課税で本人の前年合計所
得＋課税年金収入が120万円以下の人 0.485 40,682

3 世帯全員が住民税非課税で第1・2段階以外の人 0.685 57,458

4 世帯に住民税課税者がおり、本人の前年合計
所得金額＋課税年金収入が80万円以下の人 0.9 75,492

5 世帯に住民税課税者がおり、第4段階以外の人 基準額 83,880

本
人
が
住
民
税
課
税

6 本
人
が
住
民
税
課
税
で
前
年
の

合
計
所
得
金
額
が
右
の
額
の
人

120万円未満 1.2 100,656
7 120万円以上210万円未満 1.3 109,044
8 210万円以上320万円未満 1.5 125,820
9 320万円以上420万円未満 1.7 142,596
10 420万円以上520万円未満 1.9 159,372
11 520万円以上620万円未満 2.1 176,148
12 620万円以上720万円未満 2.3 192,924
13 720万円以上 2.4 201,312

保険料額（年額）

徴
収
（
口
座
振
替
や
納
付
書
）
で
納

め
て
い
た
だ
く
人
は
、
仮
徴
収
は
行

わ
れ
ま
せ
ん
。

■
本
算
定
後
の
特
別
徴
収

　

令
和
６
年
度
の
後
期
高
齢
者
医
療

保
険
料
の
決
定
（
本
算
定
）
後
の
10

月
以
降
、
引
き
続
き
ま
た
は
新
た
に

特
別
徴
収
と
な
る
人
は
、７
月
に「
保

険
料
額
決
定
通
知
書
」
と
「
特
別
徴

収
開
始
通
知
書
」
の
一
体
型
通
知
書

を
送
付
し
ま
す
。
10
・
12
・
２
月
の

年
金
受
給
時
に
、
令
和
５
年
中
の
所

得
に
基
づ
い
て
計
算
さ
れ
た
年
間
保

険
料
か
ら
仮
徴
収
な
ど
に
よ
り
既
に

納
め
て
い
た
だ
い
た
金
額
を
差
し
引

い
た
額
を
、
支
払
回
数
に
振
り
分
け

て
納
め
て
い
た
だ
き
ま
す
。

■
国
保
か
ら
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

へ
移
行
さ
れ
る
人
へ

　

現
在
、
国
保
で
特
別
徴
収
（
年
金

天
引
き
）
と
な
っ
て
い
る
人
や
、
口

座
振
替
に
よ
り
保
険
料
を
お
支
払
い

い
た
だ
い
て
い
る
人
で
あ
っ
て
も
、

75
歳
と
な
り
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

に
加
入
し
た
最
初
は
、
納
付
書
払
い

と
な
り
ま
す
。
納
付
忘
れ
を
防
ぐ
た

め
に
、
口
座
振
替
の
申
込
を
し
て
い

た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。

■
国
に
よ
る
医
療
保
険
制
度
改
革
の

主
要
事
項
に
つ
い
て

①
出
産
育
児
一
時
金
へ
の
支
援
…
出

産
育
児
一
時
金
に
つ
い
て
は
、
42
万

円
か
ら
50
万
円
に
増
額
さ
れ
て
い
ま

す
。
増
額
に
伴
い
、
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
が
出
産
育
児
一
時
金
に
係
る

費
用
の
一
部
を
支
援
す
る
仕
組
み
が

導
入
さ
れ
、
子
育
て
を
全
世
代
で
支

援
し
ま
す
。

②
高
齢
者
医
療
を
全
て
の
世
代
で
公

平
に
支
え
合
う
仕
組
み
…
現
役
世
代

の
負
担
上
昇
を
抑
制
す
る
た
め
、
後

期
高
齢
者
医
療
に
お
い
て
高
齢
者
が

負
担
す
る
保
険
料
の
割
合
が
見
直
さ

れ
ま
し
た
。

問
合
先

●
大
阪
府
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連

合 

資
格
管
理
課
（
☎
06
・
４
７
９
０
・

２
０
２
８ 

Fax 

06
・
４
７
９
０
・
２
０

３
０
）

●
国
保
年
金
課

広報いずみさの 2024.521

泉佐野市R06.05月号.indb   21 2024/04/30   16:51:36


	後期高齢者医療制度
	令和６年度から保険料率が変わります

	介護保険
	令和６年度から65歳以上の人の保険料の額が変わります




